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研究成果の概要（和文）：　女性起業家の事業成長や事業継続に影響を与える要因として、実際に起業した女性
への質問紙調査とインタビュー調査の結果、先輩女性起業家からのアドバイスやコミュニティにおける認知、サ
ポートなど、非公式的制度的な支援が女性の自己効力感を高め、結果として事業の成長や継続にプラスの影響を
与えていることがわかった。行政や公的機関による起業セミナーや相談窓口でのアドバイスは、必ずしも女性の
自己効力感の向上に役立っておらず、このことは女性起業家へのインタビュー調査によっても裏付けられた。
　政策へのインプリケーションとして、支援機関の担当者の女性起業家に対する理解や、社会における認知を高
める政策の重要性を示した。

研究成果の概要（英文）：Based on a real women entrepreneurs in Japan, this study explores the extent
 to which different institutional arrangements affect female entrepreneurial venture perfoemance. We
 scrutinize the complex interplay among supportive institutional emvironments, entrepreneurial 
cognitions and entrepreneurial success. The findings of our structural equation modelling indicate 
that women's entrepreneurial self-efficacy in strong and usful mediator of the effect of informal 
institutional support on venture performance. Our study proposes that perceived social legitimacy 
may lead to increased entrepreneurial self-efficacy, thereby enhancing venture performance. This 
findings can clarify the institutional force pathways to foster entrepreneurial confidence. Further 
more this study will shed light on Japanese context and women entrepreneurs, and provide some usful 
information to improve formal support programs for women's entrepreneurship.

研究分野：経営学、起業家活動
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、女性起業家研究の分野において、日本の女性起業家をサンプルとしたデータを用いた分析を行った
点で、意義があるといえる。特に、日本の女性起業家を取り巻くコンテクストや女性への起業支援の実態を踏ま
え、日本の女性の起業家活動の成果に影響を与える外的要因について分析した研究は、今まで類を見ない。
　社会的意義としては、日本政府が掲げる「女性活躍支援」の一環として実施されている女性起業家支援政策に
ついて、女性起業家への調査データに基づき、従来の男性起業家への支援策とは異なる対応が必要であり、社会
全体として女性の起業に対する認知を高めていくことが重要である点を示唆できたことが挙げられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

これまで欧米では多くの女性起業家研究が行われてきたが、日本における女性起業家の起業
家活動に関して、統計データを用いて体系的に研究したものは皆無に等しい。日本では、量的
データ分析に基づく学術研究・文献としては、国民生活金融公庫総合研究所編（2003）『日本
の女性経営者』（中小企業リサーチセンター）のほか、日本政策金融公庫総合研究所編『新規開
業白書』の各年版において、性別分析が行われている程度である。これらの研究においては、
女性起業家の属性や起業動機、起業時の経営課題、起業後の業績などについて分析がおこなわ
れているものの、女性起業家を取り巻く社会・経済環境と起業の関係や、キャリア形成、ワー
ク・ファミリー・コンフリクト、社会ネットワーク等の観点からの研究は欠如している。諸外
国における女性起業家研究の動向としては、女性起業家の創出や事業成長に資する政府のサポ
ートプログラムに関する研究や、家族のサポートが与える影響、女性起業家の戦略的能力、学
歴やキャリアなどの人的資本や社会ネットワークなど社会資本の影響を中心に実証研究が行わ
れてきた。 

 女性起業家が経営する事業の規模が男性に比べて小規模であり、成長性も低いことはこれま
でも多くの研究で指摘されてきたが、これら諸外国で行われてきた女性起業家に関する実証研
究の成果に基づき、日本の女性起業家を調査対象として学術的に分析し、日本のコンテクスト
における女性の起業家活動に関する理論を構築する必要がある。 

 

２．研究の目的 

女性起業家に関する諸外国の研究動向やこれまでの研究成果を踏まえ、日本の女性起業家が
人的資源（知識・能力・経験等）や家族との関係において様々な状況にあり、それが起業支援
ニーズや事業内容、成長性、事業継続の意思の多様性を引き起こしているのではないかという
リサーチクエスチョンが浮かび上がってきた。 

本研究では、女性が起業する事業の成長や事業継続に影響を与える要因として、地域コミュ
ニティにおける認知や支援、家族のサポートとコンフリクト、公的な支援制度と支援機関の対
応が挙げられ、これらの中で何が最も影響を与えているのかを明らかにすることを研究目的と
した。先行研究のレビューや研究成果をもとに、アンケート調査やパネル調査および収集デー
タの統計分析、インタビュー調査により以下の内容を明らかにし、女性が自らの能力や経験を
十分に発揮できる社会の構築に寄与することを目的としている。 

 

３．研究の方法 

女性起業家に対するアンケート調査と統計的分析、インタビュー調査により、事業成長や事
業継続と起業環境等（家族サポートや支援策、社会ネットワークへのアクセス等）との関係の
モデルを抽出する。上記モデルのジェンダーによる差異、起業環境や支援制度による差異を分
析するため、男性起業家へのアンケート調査およびインタビュー調査、英国および台湾での女
性起業家へのアンケート調査ならびにインタビュー調査、支援政策担当者へのインタビュー調
査を行う。 

 
４．研究成果 
（１）女性の起業における事業成長と支援制度の関係分析 
 近年、安倍政権が掲げる「一億層活躍社会の実現」に即して、女性の新たな活躍を促す女性
起業支援政策が新規に講じられるようになった。しかし、これまで主に男性が活用してきた起
業支援策をそのまま女性に適用しても、女性の起業が飛躍的に増加し、また成功するとは限ら
ない。 
本研究は、日本国内の女性起業家から回答を得た 202 件の独自の質問紙調査データおよび女

性起業家に対するインタビュー調査 7件を用いて、女性起業家の起業の成果に影響を及ぼす地
域の起業環境や制度について分析している。女性の起業に対する社会制度理論と社会的認知理
論の統合により、公式・非公式の制度的支援と起業の成功の関係について量的調査と質的調査
を用いて分析し、女性の起業時の自己効力感が、非公式な制度的支援（コミュニティによる起
業の認知や承認、精神的な支え、起業への助力など）と起業の成功をつなぐ強い媒介役となっ
ていることがわかった。予想外の結果としては、公式的な制度的支援（国や自治体等による支
援プログラムなど）は、起業時の自己効力感の向上に対して有意な相関がなかったことである。
むしろ、インタビュー調査の結果から、公式的な制度的支援における女性の起業家活動への無
理解や否定的な態度が、女性起業家の自信や起業意欲を低下させていることがわかった。 
本研究から、女性起業家が地域における社会的な正当性を得られれば、起業時の自己効力感

を増大させ、起業の成果が向上することがわかった。これらの発見事実は、政府等の政策立案
者が、実施する起業支援プログラムなどにおいて社会的性差への配慮の必要性を十分に考慮す
べきだという含意を示している。このような配慮は、女性の自己効力感を高め、起業家活動に
自分らしさを感じさせる。女性の起業促進と起業の成功によって、今まで活用されていなかっ
た資源が活用され、日本経済の成長エンジンとなるであろう。 
 



 
（２）ジェンダーと社会的正当性が起業の成果に与える影響分析 
本研究は、日本の女性起業家を対象に、起業における自己効力感や忍耐強さと起業した事業

の成長の関係に対して、制度的な容認がどのような影響を与えるかを明らかにするため、独自
の質問紙調査で収集したデータを統計的に分析した実証的な研究である。質問紙調査は男女起
業家各 308 人から有効回答を得たが、男女間の比較分析を行ったところ、「（１）女性の起業に
おける事業成長と支援制度の関係分析」で得られたモデルは男性には適用できなかった。調査
対象が異なっていたため、回答傾向が前回調査と大きく異なっていたことが原因と思われる。 
 （１）の研究成果においては、自己効力感は起業家活動において重要な要素の一つであり、
非公式な制度的支援と起業した事業の成長を媒介する要素であることがわかった。制度理論や
社会的認知理論に基づいて考えると、起業しやすい環境であるかどうかや、起業家活動を容認
する社会であるか否かということは、女性起業家の自己効力感に影響を与え、ひいては起業し
た事業の成長に影響を及ぼすと考えられる。 
 先行研究では、女性起業家の事業成長の決定要因に関する実証的な研究においては、人的資
本理論や社会資本理論といったリソース・ベースト・ヴューに基づく考察がなされている。つ
まり、個人の特性やモチベーション、あるいは政策的支援や社会的認知が、起業における事業
の成長に影響を与えているとするものである。本研究では、このような政策的支援や社会的認
知と個人特性である自己効力感や忍耐強さを組み合わせ、女性起業家の事業成長における概念
モデルを構築することを試みた。 
 本研究では、2017 年 10 月に実施したインターネット調査によって女性起業家から 308 件の
有効回答を得た。回答者の平均年齢は 48.3 歳、従業員数 5 人以下の企業が 92.5％を占める。
業種はサービス業が 55.8％と最も多い。起業動機は「より多くの収入を得るため」が 49.0％で
ある。このデータを分析した結果、起業活動に対する社会的容認が高い場合、自己効力感の強
さが起業した事業の業績（売上、利益とも）にプラスの影響を与えていることがわかった。同
様に、起業活動に対する社会的容認が高いと、起業における忍耐強さが業績にプラスの影響を
与えていることがわかった。 
 本研究の結果から、女性起業家の自己効力感や忍耐強さが事業の成長に影響を及ぼすことが
わかったが、さらに女性の起業に対する社会的な容認によって、それらが加速されることがわ
かった。女性の起業に対する認知が低い日本社会においては、このことを意識し、今後の女性
起業家支援策に活かしていく必要があることを示唆した。 
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